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          税務調査の最近の動向と手法 
  

 

 

 税務署の事務年度は 7 月から 6 月となっており、7 月に人事異動が行われたあと、新事務年度の税務調査

が本格的に開始されます。税務調査の件数は、新型コロナウイルスの影響が落ち着いてきたこともあり、コロナ

禍前の水準に戻りつつあります。そこで今回は、近年における税務調査の動向について解説していきます。 

■最近の税務調査の動向 

国税庁公表のデータによると、新型コロナウイルス感染症の影響により調査件数が大幅に減少した令和 2

年度以降、調査件数は増加傾向にあります。令和 5 年度の追徴税額は、直近 10 年で 2 番目の数値となりまし

た。また、「簡易な接触」の申告漏れ所得金額は過去最高となりました。なお、「簡易な接触」とは、文書や電話

連絡、来署依頼による面接により、納税者に対して自発的な申告内容の見直しなどを要請するものです。 

 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

「法人税」の実地調査件数 41 千件 62 千件 59 千件 

不正発見割合 22.7％ 20.7％ 22.3％ 

調査 1 件当たりの申告漏れ所得金額 14,788 千円 12,570 千円 16,597 千円 

調査 1 件当たりの追徴税額 3,528 千円 3,010 千円 3,582 千円 

簡易な接触件数 67 千件 66 千件 70 千件 

簡易な接触による申告漏れ所得金額 88 億円 78 億円 92 億円 
※国税庁発表『法人税等の調査事績の概要』の資料を参照して作成 

■最近の調査手法について 

(1) 税務調査における AI 活用 
「令和 5 事務年度 所得税及び消費税調査等の状況」では、所得税の調査では、調査先選定への AI の活

用により、効率的な調査が実施され、申告漏れ所得金額及び追徴税額ともに高水準であったことが発表されて

います。また、法人への調査は、令和 5 年事務年度の追徴税額(法人・消費・源泉所得税)が、2010 年度以降

で最多となる 3,572 億円となっています。国税関係の AI 活用は、データ分析による税務調査対象の選定、過

去の申告や調査で得た資料などの申告書分析などに活用されているとの報道もあり、最近の税務調査の実績

は、AI による調査先選定を通じて、「申告漏れの可能性が高い納税者」を効果的に特定し、税務調査に取り組

んだ結果であるとされています。 

(2) リモート調査の実施税務調査における AI 活用 
コロナ禍以降、対面機会を減らす目的で、資本金 40 億円以上の大法人を中心にリモート調査が試験的に行

われました。令和 5 年 7 月からは資本金の額が 1 億円を超える法人へも対象が拡大されています。今後はリ

モート調査の対象が中小法人にも広がっていく可能性も十分に考えられます。 

リモート調査は、主に以下の①事前準備②データの受渡し③面談という流れで進みます。 

① 事前準備： e-TAX を通じて「オンラインツールの利用に関する同意書」を国税庁に提出します。この同

意書はオンラインツール利用時の責任の所在や情報漏洩に関する事項等が記載されています。 

② データの受渡し： 帳簿データ等がオンラインストレージサービスを通して受渡しされます。データファイル

にはパスワードが設定され、設定されたパスワードを電話等のインターネットメール以外の方法で通知し

ます。データファイルは国税庁側での保存作業が完了次第消去するなど、厳重に取扱われます 

③ 面談： 原則として Web 会議システムの「Webex」が使用されます。なお、国税庁側の判断により、臨場及

び直接の対面での税務調査等に切り替える場合があります。 

※国税庁『税務行政のデジタル・トランスフォーメーション 2.0』令和 3 年 6 月より 



 

 

 

 

 

  インボイス制度移行、税務調査時にもインボイスが確認されるようになってきています。ただ、保存書類

の不備を目的とした調査は実施しておらず、悪質な不正計算が行われていると想定される調査必要度の

高い納税者を対象に重点的に実施されています。中でもインボイス番号、取引年月日、取引内容等、保存

要件を満たしているか等が確認されます。なお、仮に書類に不備があった場合でも、他の資料と併せて整

合性がとれる場合は指摘することはなく、軽微な要件不適合があったとしても追及は行わず、改善の指導

に留めるようです。 

 

 

  修正申告は、納税者が自主的に当初申告の内容を修正するための手続きです。一方、更正処分とは税

務署長等が納税者の誤りを正しくする手続きです。修正申告は事後的に取下げや不服申し立てはできま

せんが、更正処分について納税者が納得できない場合は不服申立をすることができます。 

 

 

  修正申告に応じるか否かは、納税者の判断となりますが、当初行った申告に誤りがある場合には、納税

者自ら是正することが申告納税制度において望ましいと考えられます。なお、修正申告しない場合には、

調査結果に基づいて更正処分を受けることになりますが、修正申告をしないことについて不利な取扱いを

受けることは基本的にはありません。 

 

 

 代表的な確認ポイントは以下の通りです。取引内容に係る根拠書類の整備・保管が重要となります。 

 

項目 確認されやすいポイント 

売上 

・期ズレ(当期の分が計上されているか)の有無 

・締め後売り上げは把握されているか 

・返品、値引き、割戻の処理を誤っていないか。 

仕入・棚卸 

・期ズレ(当期の分が計上されているか)の有無 

・実地棚卸金額は適正であるか（預け・預かり在庫の有無、仕掛原価計算など） 

・在庫の評価損や廃棄損の妥当性 

役員報酬 

・金額は適正か(不相当に高額な部分がないか) 

・使用人兼務役員に対する賞与の算定根拠などの内容 

・日当の処理は適切か(出張旅費規程等の確認) 

・親族やみなし役員に対する支給の有無 

費用項目等 

・概算経費（債務未確定）の有無 

・他勘定計上されている交際費の有無 

・資本的支出と修繕費の区分 

グループ会社取引 

・グループ間取引金額が適正であるか(金額算定根拠の確認) 

・経費の負担の妥当性 

・関係会社間取引の実態の有無 

・無償貸付、債権放棄や従業員の出向等による利益供与の有無 

 

 

Ｑ3．税務調査で指摘を受けましたが、修正申告に応じる必要はありますか。 

Ｑ2．修正申告と更正処分の違いを教えてください。 

ア ク タ ス 税 理 士 法 人 

【赤坂事務所】 東京都港区赤坂4-2-6住友不動産新赤坂ビル2F    TEL：03-3224-8888  

【立川事務所】 東京都立川市曙町2-37-7 コアシティ立川5F      TEL：042-548-8001  

【大阪事務所】 大阪市西区江戸堀1-5-16 ＪＭＦビル肥後橋01 9F   TEL：06-6676-8172  

【長野事務所】 長野県飯田市松尾上溝2700-1 MATOIビル2F     TEL：0265-59-8070  

https://www.actus.co.jp           info@actus.co.jp  

アクタス 

ウェビナー 

Ｑ１．インボイスに関する調査について教えてください。 

Ｑ4 税務調査でどのような項目が確認されますか、ポイントを教えてください。 

https://www.actus.co.jp
mailto:info@actus.co.jp

